


はしがき

本書は、「支払決済サービスに関する法務」についての実務入門書であ

る。「支払決済サービス」として本書が想定するのは、クレジットカード、

電子マネー、ステーブルコインなどの代金決済のために用いられる各種サ

ービスである。本書は、これらの支払決済サービスに関し、弁護士や企業

における法務部の役職員などを中心として、「支払決済サービスに関する

法務」を検討するケースに直面した方々を読者層として想定している。

本書の執筆動機は、自分自身の学習上の苦難にヒントを得ている。幸い

なことに、若手弁護士の頃から支払決済サービスに関与できる貴重な機会

を得て、その多彩な世界に魅了されつつも、支払決済サービスに関する法

務の基礎知識を獲得するまでには、長い期間を要し、また、様々な水面下

における苦難があった。

現時点において上記の知識獲得プロセスを振り返って考えると、この苦

難は、支払決済サービスに関する以下の 2点の特性に由来するものと考え

られる。まず、支払決済サービスに関しては、関係当事者が多数にわたり、

複雑な法律関係（多数当事者における多面的な法律関係）を総合的に検討

することが求められるという特性がある。この特性に起因して、「いずれ

の当事者間におけるどの論点を検討しているか」を実際の事案で把握する

ことが難しいという課題が生じる。また、もう一つの特性として、実体法

と規制法の論点が交錯して登場するという特性がある。この特性に起因し

て、「どの法律を軸として論点を検討すべきか」も法律相談の現場におい

て掴みづらい傾向がある。

以上の問題意識を前提として、本書においては、執筆上の工夫をいくつ

か試みることにした。一つ目の工夫としては、体系的な理解を獲得するこ

とを目的とするため、細部にわたる知識の網羅性を意図的に捨象し、実務

的に把握しておくべき論点をコンパクトに記述することを心がけた。まず

は、支払決済サービス全体の体系を理解し、検討すべき論点をシンプルに

把握できるようになることが何よりも重要と考えるからである。なお、こ

れらの工夫の結果、各論点の細部の記述は薄くならざるを得ないが、本書

を通じて体系的な理解を得ることができれば、実務的には他の書籍等を通

じて論点ベースの効果的な検討を柔軟に行うことが別途可能となる。また、

実体法と規制法の検討を区別する枠組み（見取図）を得ることを目的とし

て、第 1部で実体法を論じ、第 2部で規制法を論じるという形で記載上も

内容を明確に区分する構成を採用した。これにより、実体法の見取図と規
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制法の見取図を同時に獲得することができるものと思われる。

以上が本書のコンセプトである。読者が本書を通じて支払決済サービス

に関する体系的な理解と検討の見取図を手に入れて、支払決済サービスの

魅力的な法務の世界を効果的に探究できるようになれば筆者としては望外

の喜びである。

本書の出版にあたっては、企画当初から完成に至るまで、鈴木淳也氏ほ

か有斐閣のスタッフに多大なご尽力を頂戴した。筆者の社会人大学院の修

了に向けた各種検討と本書の執筆時期が重なったため、同氏らのご配慮が

なければ本書の完成には至らなかったと感じているところである。この場

をお借りして、心より御礼を申し上げる。

2025 年 9 月

弁護士 高松志直
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支払決済サービスの枠組みは、利用者視点を踏まえたサービス

の検討に伴い、多様な種類に拡大して発展している。例えば、利

用者視点の機能という側面においては、与信機能の有無、キャッ

シュアウト機能の有無及び移転機能の有無などの基本的な機能の

差分のほか、ウォレット形態（利用者がどのような形式で支払決済サービ

スの残高を保有するか）の差異なども生じており、サービスごとの特

性を踏まえた検討が求められる状況にある。

本書においては、これらの支払決済サービスのうち、基本的な

構造の類似性にまずは着目し、①決済事業者と利用者との基本契

約が締結されること、②①の法律関係を基軸として売買代金等の

支払に支払決済サービスを用いること、という特徴を有するもの

を対象として論じることとする。その上で、金融規制法上の制度

における位置付けも考慮し、クレジットカード、前払式支払手段、

資金移動業・収納代行、電子決済手段に区分してそれぞれの特徴

を概説する。

上記①及び②の特徴を有する支払決済サービスについては、利

用者及び決済事業者を当事者とする基本契約に基づく「法律関

係」という要素に関して共通性を有しており、また、売買代金等

の支払に用いる支払決済サービスという文脈においても「利用方

法」に一定の共通する特徴を有する。そこで、まず、第 1部にお

いては、これらの支払決済サービスにおける民事実体法上の枠組

みの共通点及び相違点を簡明に述べる形で説明を進める。本書の

基本的な枠組みとして、「支払決済サービスの基本的な枠組みを

理解し、法務検討における端緒を得る」というコンセプトがある

ため、各論点については意図的に深掘りしすぎない構成で検討す

る。

なお、銀行振込も社会における主要な決済手段であることは当

然であるが、上記の支払決済サービスとは異なる性質を有する決
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済手段であることから、本書では対象外とする。手形小切手及び

電子記録債権についても、同様の趣旨で本書では取り扱わない。

また、暗号資産については、発行者が存在しない枠組みが多いこ

とを考慮し、本書では直接の説明対象とせず、他の支払決済サー

ビスとの関係で必要な限度で論じる（なお、暗号資産については、投資

目的による保有が実務上の大勢を占める実情がある一方、支払決済サービスとし

て用いられることもあり、一般論として、暗号資産の支払決済サービスとしての

重要性を否定するものではない。あくまで本書の目的に照らした説明の便宜のた

めである。また、暗号資産については、その利用の実情等を踏まえ、金融商品取

引法との関係を整理する動きもある）。

本書の構成としては、第 1部において、支払決済サービスに関

する民事実体法上の枠組み及び関係する諸論点について説明した

上で、第 2部において、支払決済サービスの種別ごとに金融規制

法上の枠組み（参入規制及び行為規制）について説明する。
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第1章 基本的な法律関係

Ⅰ. 基本契約の整理

1．基本的な枠組み

決済事業者は、利用者との間で、支払決済サービスに関する基

本契約（以下「利用契約」という）を締結する。支払決済サービスは、

利用契約に基づき、利用者及び決済事業者との間における法律関

係の下で展開される。実務上、利用契約は、「利用規約」や「サ

ービス規約」といった名称で利用者に向けて準備されることが多

い。利用契約の内容としては、一般には、支払決済サービスの内

容、具体的な利用方法、アカウントの開設、禁止事項、アカウン

トの停止、基本契約の解除などが規定される。利用契約の検討に

際しては、取引時確認（本人確認）の実施など、決済事業者及び利

用者との法律関係の土台となる要素が多く定められることから、

対象となる支払決済サービスの事業における想定を理解した上で

その内容を適切に落とし込むことが重要となる。例えば、対象と

なる支払決済サービスに関し、どのような範囲の店舗等で利用す

ることができるか、利用者向けの換金（法定通貨との交換）を実施す

るかどうか、支払決済サービスが有効期間によって消滅すること

になるか、どのような事由が生じた場合に支払決済サービスの利

用を停止することになるのか等の基本的な法律関係の想定を把握

した上で利用契約を検討することが重要である。

また、支払決済サービスは、加盟店が提供する物品や役務等の

代金の決済に用いられる（以下、これらの代金に係る債権を「代金債権」

という）。この基本的なサービスの性質を踏まえ、支払決済サービ

スの展開に際しては、利用者と締結する利用契約に加え、代金債
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権の債権者となる加盟店及び決済事業者との間で加盟店契約（以

下「加盟店契約」という）を締結することも基本的な枠組みとなる。

これにより、利用契約と併せて、利用者、加盟店及び決済事業者

との三者間の法律関係が形成されることになる（実際には、加盟店開

拓、決済代行、システムプロセシング等を担う当事者も登場するが、基本的な法

律関係は上記の三者間が原則型となる）。実務上、加盟店契約は、「加盟

店規約」や「サービス利用契約」といった名称で加盟店に向けて

準備されることが多い。利用契約と比べると、ひな型としての

「規約」だけではなく、個別の加盟店ごとに契約条項を具体的に

調整する事例も相応に存在する。なお、収納代行などのサービス

の場合、「回収事務委任契約」などの名称で加盟店契約が準備さ

れることもあるものの、これらの類型の契約も含んだ上で、本書

では、代金債権の取扱いに関し、支払決済サービスについての加

盟店との法律関係を定める契約を広く加盟店契約と呼称する。

加盟店契約の内容としては、一般には、加盟店審査、加盟店契

約締結の方法（書面提出やウェブ申込み等）、決済事業者から加盟店に

対する精算金の支払、チャージバック（法的には、「利用者と加盟店の

売買契約の解除等に伴って事後的に支払決済サービスの利用が取り消される場合

における加盟店から決済事業者に対する精算金の返還」と整理されるものと考え

られる）、キャンセルの処理、加盟店契約の解除などが規定される。

加盟店契約については、支払決済サービスごとに差分が生じやす

い利用契約と比べると、基本的な内容が支払決済サービスの種別

を問わず類似する傾向がある。そのため、実務対応としては、加

盟店契約における既存検討の蓄積を踏まえて基本となる枠組みを

記述した（一般的な加盟店契約の内容を基本型として記述するイメージの調整

を実施した）上で、対象となる支払決済サービスにおける特有の事

情を盛り込むといった進め方を採用することが円滑な調整に資す

ることとなる。
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例えば、クレジットカードスキームにおける加盟店契約の考え

方をベースとした基本型としてのドラフトを作成した上で、対象

案件固有の精算金の支払方法（例えば、支払決済サービスごとに異なる精

算金の支払時期を定めるなど）やチャージバック（例えば、支払決済サービ

ス固有の特殊なチャージバック事由を定めるなど）についての具体的な内

容を記述する検討方法が想定される。支払決済サービスの基本的

な枠組みに関する法律関係は以下の図 1-1-1 のとおりである（な

お、厳密な法律関係はより複雑なものになるが、本書の目的を勘案し、意図的に

簡素化した図を示すこととする。以下の各支払決済サービスにおいても同様であ

る）。

2．包括代理方式及び包括方式

加盟店契約締結の場面において、実務上、包括代理方式及び包

括方式という法形式が用いられることがある。これらの法形式に

おいては、包括代理加盟店又は包括加盟店としての役割を担う当

事者が決済事業者及び加盟店の間に介在することが想定されてい

る。

具体的には、まず、包括代理方式は、包括代理加盟店となる当

事者が加盟店契約の締結その他加盟店契約に関する取引及び事務

処理を実施することについての包括的な代理権の授与を加盟店か
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図 1-1-1　当事者の基本的な枠組み
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ら受けた上で、包括代理加盟店が加盟店の代理人として決済事業

者との間で加盟店契約を締結する方式である。包括代理方式の場

合、売上金の精算等の処理には包括代理加盟店が介在することに

なるものの、支払決済サービスの利用に係る加盟店契約は、決済

事業者と各加盟店との間に直接成立することとなる（代理に基づく

法律関係の帰結として、決済事業者と各加盟店との間に加盟店契約の効果が帰属

する）。

これに対し、包括方式も、基本的な機能は包括代理方式と共通

するが、契約締結に関して代理人を介さずに、包括加盟店自らが

中間の契約当事者として加盟店契約を締結することになる。具体

的には、包括方式においては、包括加盟店が代表加盟店として決

済事業者との間で加盟店契約を締結し、包括加盟店の保有する加

盟店としての契約上の地位を利用して各加盟店も支払決済サービ

スの利用の受入れが可能となる形式が採用されることになる。包

括方式の場合、決済事業者と各加盟店との間には直接的な契約関

係は成立せず、決済事業者は、代表加盟店たる包括加盟店との関

係性を前提として、各加盟店との間の精算金の支払や加盟店契約

の解除などを取り扱うことになる。

包括代理方式及び包括方式のいずれの方式も、決済事業者が幅

広く加盟店を開拓するという実務上の要請を踏まえて実務におい

て定着した枠組みである。包括代理加盟店及び包括加盟店を通じ

て加盟店契約を締結する加盟店の範囲が拡大するという意味で、

支払決済サービスの拡大において必要な枠組みであることから、

支払決済サービスの実務対応においても特殊なものではなく、一

般的なスキームとして捉えて検討することが求められる。

実務対応の着眼点としては、まず、包括代理方式なのか包括方

式なのかについてスキーム検討の終盤に変更があると、関連する

契約の内容変更や関係当事者との調整に困難が生じることが多い
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決済事業者が支払決済サービスを提供する場合、対象となる支

払決済サービスの性質に応じた金融規制法の検討が必要となる。

この検討における基本的な着眼点としては、まず対象となる支払

決済サービスにおける利用者の金銭支払の時期が重要となる。具

体的には、利用者から決済事業者に対する金銭支払の時期が、対

象となる支払決済サービスの利用の前の時点なのか、利用の後の

時点なのか（又は利用と同時なのか）により、利用者との関係で考慮

すべき実態が異なることから、金融規制の枠組みが大きく異なる

こととなる。また、利用者から決済事業者に対して金銭の前払が

実施される支払決済サービスの類型の中においては、それらのサ

ービスの基本的な位置付け（特定の者の間の販売信用を想定したものか、

送金を想定したものか、金銭の収納を主たる目的としたものか、不特定の者の間

における流通を想定したものか）によっても金融規制の在り方が異なる。

これらの基本的な位置付けに応じて金融規制において考慮すべ

き保護法益が異なり、その結果として、支払決済サービスとして

の経済的機能が共通するとしても、金融規制法上では配慮すべき

差異が生じるため、スキーム構築において検討すべき要素にも差

分が生じることになる。そこで、第 2部においては、これらの金

融規制の着眼点について第 1章で整理した上で、第 2章以下で支

払決済サービスの類型ごとに金融規制法上の枠組みについて述べ

る。また、第 2章以下においては、実務上の検討枠組みを示す観

点から参入規制（決済事業者として対象となる支払決済サービスを提供する

ための一種のライセンスとしての検討事項）と行為規制（決済事業者が対象と

なる支払決済サービスを提供する際に遵守すべきルール）に分けて説明する。
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第1章 各種規制の総論的な着眼点

Ⅰ. クレジットカード

クレジットカードは、カード利用後に代金相当額を支払うこと

が前提となるサービスのため、対象となる支払決済サービスにお

ける利用者の金銭支払の時期は、カード利用の後となる。そして、

支払決済サービス利用後の金銭支払の場合、「決済事業者から利

用者に対する与信」及び「決済事業者から利用者に対するショッ

ピング債権の請求」が基本的な枠組みとなることから、これらの

要素に着眼した金融規制が採用されている。

具体的には、決済事業者から利用者に対する過剰与信防止、支

払停止の抗弁（カードにより支払を行った売買契約等に問題がある場合にお

いて、決済事業者に対する代金相当額支払停止を可能とする抗弁）、手数料に

関する規律などの規制が設けられている。抽象化して言えば、実

務的には、「①決済事業者として利用者に対する与信をどのよう

に実施し、その与信をどのように管理するか」、また、「②販売信

用としての性質を考慮し、加盟店との関係や売買契約等の問題の

影響をどのように管理するか」を基軸として法的な対応を検討す

ることになる。

Ⅱ. 前払式支払手段

前払式支払手段は、前払式支払手段の利用前に発行対価を支払

うことが前提となるサービスのため、対象となる支払決済サービ

スにおける利用者の金銭支払の時期は、前払式支払手段の利用前

となる。そして、支払決済サービス利用前の金銭支払が前提とな

る場合、「利用者から決済事業者に対する与信」が基本的な枠組
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みとなることから、この要素に着眼した金融規制が採用されてい

る。クレジットカードとの対比で言えば、利用者が決済事業者に

対して発行対価を前払していることに伴い、決済事業者の倒産リ

スクへの配慮が利用者保護にとって実質的に重要となることが特

徴である。また、決済事業者から利用者に対する発行対価の請求

等の債権管理や債権回収といった局面も原則として生じないこと

から、この点に関する規制枠組みも異なる。

具体的には、決済事業者の倒産に関連する資産保全義務が重要

な規律となる。これ以外にも、情報提供義務等の規律が上記の特

徴を考慮して設けられている。抽象化して言えば、実務的には、

「①利用者から決済事業者に対して与信が発生することを前提と

して、利用者の資産をどのようにして保全するか」（この視点の実務

上の現れとして、前払式支払手段の定義の範囲も実務上重要な論点となる）、ま

た、「②販売信用としての性質を考慮し、加盟店との関係や売買

契約等の問題の影響をどのように管理するか」を基軸として法的

な対応を検討することになる。①については、クレジットカード

と異なる要素となるが、②については、加盟店管理という文脈で

クレジットカードと共通する視点となる。

なお、前払式支払手段については、沿革上、発行媒体について、

紙、IC、サーバなどに多様化している。金融規制法との関係で

は、それぞれの媒体の違いに応じ、情報提供義務等の規律につい

て若干の差分が生じる。また、利用者の有するカードに財産的価

値が記録されるものや、発行者の管理するサーバ上に財産的価値

が記録されるものなどの相違もあり、この点を考慮に入れること

が必要となることもある。

Ⅲ. 資金移動業・収納代行

資金移動業は、資金移動業マネーの利用前に送金資金を支払う
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ことが前提となるサービスのため、対象となる支払決済サービス

における利用者の金銭支払の時期は、資金移動業マネーの利用前

となる。そのため、基本的な考え方は、前払式支払手段と類似す

ることになり、「利用者から決済事業者に対する与信」が基本的

な枠組みとなる。その上で、「送金」という特徴を有することか

ら、この点を加味した金融規制法への対応も求められる。

具体的には、前払式支払手段と同様に、決済事業者の倒産に関

連する資産保全義務が重要な規律となる。これ以外にも、受取証

書の交付や情報提供義務等の規律が設けられていることに加え、

犯罪収益移転防止法上の取引時確認の対象にもなる。抽象化して

言えば、実務的には、「①利用者から決済事業者に対して与信が

発生することを前提として、利用者の資産をどのようにして保全

するか」（この視点の実務上の現れとして、為替取引の定義及び範囲をどのよ

うに捉えるべきかについても実務上重要な論点となる）、また、「②売買契

約等において代金の支払決済手段としても利用される点を考慮し、

加盟店との関係や売買契約等の問題の影響をどのように管理する

か」を基軸として法的な対応を検討することになる。

①の為替取引の定義については、判例において、「〔銀行法 2 条 2

項 2〕号にいう『為替取引を行うこと』とは、顧客から、隔地者

間で直接現金を輸送せずに資金を移動する仕組みを利用して資金

を移動することを内容とする依頼を受けて、これを引き受けるこ

と、又はこれを引き受けて遂行すること」を言うとの判断が示さ

れており（最決平成 13・3・12刑集 55 巻 2号 97頁）、この判断が実務に

おける一つの着眼点となる。また、②については、（必ずしも送金の

原因となる売買契約等の存在を前提としない）送金サービスという特徴を

考慮すると、（売買契約等の存在を前提とする）加盟店管理という要請

は直ちには導かれないという考え方も理論上はありうる。もっと

も、支払決済サービスとしての文脈で資金移動業マネーを提供す
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